
令和６年度事業計画

１ 広報の充実・目的外業務への対応

 公共嘱託登記について、国からの嘱託登記業務は競争入札による

落札が必要ですが、神奈川県、県内市町村では随意契約によるもの

が多くあります。これは神奈川県土地家屋調査士協会の収入の６

５％が、神奈川県、県内市町村からの受託料収入であることからも

明らかです。また、嘱託登記だけでなく、不動産権利者（相続人）

調査、財産管理人（清算人）選任申立、所有者不明土地等管理人選

任申立等裁判所提出書類作成、財産管理業務の需要は潜在的に多い

と考えられます。

しかし、官公署の全ての部署が協会の存在を認知しているわけで

はありません。官公署の用地課や道路課だけでなく、不動産の所管

は公園課、教育課、スポーツ課等多肢に渡り、これらの部署が協会

の存在を認知していないことは多々あります。加えて、当協会がど

のような業務を行うかも把握していないのが実情です。

そこで、当協会の業務として嘱託登記だけでなく権利者（相続人）

調査や裁判所提出書類作成に当たり社員たる司法書士の紹介、その

管理を協会が行うことの広報、周知を強化し、神奈川県、県内市町

村からの受託推進を図ります。

行政書士会が契約主体、業務主体として地方公共団体より権利者

（相続人）調査等を受託することは、総務省通達より明らかにされ

ています。当協会が入札した案件で、神奈川県行政書士会に落札さ

れてしまう事態も発生しています。ここで、神奈川県、県内市町村

への広報を強化しなければ、神奈川県行政書士会が随意契約で調査

業務を受託するような事態に発展しかねません。

２ 長期相続登記等未了土地解消作業への対応

  平成３０年度より始まった長期相続登記等未了土地解消作業につ

いては、当協会は毎年 1 庁以上を落札し、昨年度は盛岡地方法務局、

長崎地方法務局の２庁を落札することができました。 

 今年度も、引き続き各（地方）法務局において、解消作業が実施

される予定ですが、調査対象者が２００名と予想されることから引

き続き盛岡地方法務局を落札するのはもちろん、複数の（地方）法



務局への入札も行うなど、４００名程度の調査受託を目指します。 

  そして、落札価格、戸籍等の請求方法や送料の負担について、全

司協、神奈川県司法書士会、神奈川県司法書士政治連盟と情報共有

し、改善を求めていきます。  

３ 資質向上への対応・研修の強化 

  権利者（相続人）調査、裁判所提出書類の作成、財産管理業務等

目的外業務の潜在的需要は多く、今後相談件数の増加が見込まれま

す。協会は、このような場合、社員たる司法書士を紹介し、その管

理を行うわけですが、そのための人材育成としてより実務的、実践

的な研修を行います。 

４ 法改正への対応 

  日本司法書士会連合会は、協会の業務拡充（嘱託登記に加え、権

利者調査の明文化、裁判所提出書類の作成、財産管理業務）に関す

る法改正を令和７年１月からの通常国会で成立させることを目指し

ています。  

  当協会は、これを全面的に支持し、全司協、神奈川県司法書士会、

神奈川県司法書士政治連盟と協働していきます。  

 

具体的な活動方針  
（１）新規案件の受託体制の確立  
   ①  地方自治体が抱える空家問題、所有者不明土地問題に関す

る権利者調査の受託推進  
   ②  裁判書類作成業務、財産管理業務における斡旋・紹介事業

の推進  
   ③ 長期相続登記等未了土地解消作業の精査、受託体制の確立  
（２）継続事業案件の適正、迅速な処理  
   ① 狭あい道路、未登記道路の嘱託登記の受託  

② 都市再開発、区画整理に伴う嘱託登記の受託  
③ 独立行政法人等の組織再編に伴う承継嘱託登記の受託  
④ 県市町村の買収に伴う嘱託登記の受託  

（３）研究・研修活動  
     定期的な研修会、事例発表会の開催（特に新法への対応）  
（４）相談活動  

① 県市町村担当職員向け随時電話・出張相談の実施  
② 県市町村担当職員向け公開講座の開催  
③ 県市町村担当職員向け啓発及び情報提供  



④ 相談活動ＰＲのための活動  
⑤ 県市町村担当職員向け研修会への講師派遣  

（５）本部組織の充実  
① 嘱託登記における管理体制の見直し  
② 目的外業務における、社員たる司法書士の紹介、管理体制  

の確立  
③ 特殊事例、新法施行に伴う事例の研究  
④ 財務の健全化  

（６）関連友好団体との連携と協働  
   ①（公社）神奈川県公共嘱託登記土地家屋調査士協会  
   ② 全国公共嘱託登記司法書士協会協議会  
   ③ 神奈川県司法書士会  
   ④ 神奈川県司法書士政治連盟  
   ⑤ 神奈川県司法書士協同組合  
   ⑥（公社）成年後見センター・リーガルサポート神奈川県支部  
   ⑦ 神奈川青年司法書士協議会  
   ⑧ その他団体  
 

所有者不明土地・空き家問題がクローズアップされ、我々司法書士

への期待は高まっています。これらの問題に対応する法整備も進み、

いよいよ協会の業務拡充を求める法改正も目前に迫りました。権利者

調査、裁判手続を含む解決法の選択、登記の嘱託と包括的な事務処理

が今後増大するでしょう。当協会は、設立当時のような大量案件、迅

速処理のための団体ではなく、財産管理・裁判・登記手続のスペシャ

リスト集団として、大きな変貌を遂げようとしています。いわば公嘱

新時代への突入と言っても過言ではありません。 

公嘱協会は、業務を通じて地域社会により一層貢献していかなくて

はなりませんが、同時に司法書士会会員の経済基盤を守っていく責務

もあります。これまで以上の情報提供、執務向上を行い、事件の受託

を拡大する所存です。社員の皆様には、より一層のご支援を賜ります

ようお願い申し上げます。 


